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市区町村名 大分県 九重町
ここのえまち

  

担当部署 企画調整課 

電話番号 0973-76-2111 

 

１ 取組事例名 

少子高齢化が進む人口１万人の小さな町の大きな改革！！ 

～行政のスリム化と雇用の創出～九重町１００％出資株式会社の設立 

 

２ 取組期間 

平成２９年１０月に会社を設立し、平成３０年４月から運営開始 

 

３ 取組概要 

・九重町が立ち上げた法人は、「九重町が発起人・全額出資」による商法上の株式会社として設立しました。 

・地域住民の雇用機会確保を目指して、「民間でできることは民間で」という基本姿勢に基づき、幅広い業

務を「ここのえまち総合サービス株式会社」に委託して、小さな行政組織の構築を目指しています。 

 

４ 背景・目的 

・行財政運営の原則は「住民の福祉増進に努めるとともに、最小の経費で最大の効果を挙げる」ことにあり

ます。しかしながら、今日まで行政直営によるものこそが、公正で良質な住民サービスであり、そのこと

がとりもなおさず行政責任であるという意識が、改革の推進と行政コスト削減のブレーキとなっていた

ことは否めません。 

・これまで行政が直営として提供してきた公共サービスを、行政と民間がそれぞれの特性を活かしながら分

担し、限られた職員の中でますます多様化する住民ニーズに応え、より質の高い住民サービスを提供する

システムを、少子高齢化が進む九重町では将来を見据えて構築する必要がありました。 

 

５ 取組の具体的内容 

・「九重“夢”大吊橋」、「泉水グリーンパークキャンプ場」、「文化センター」、「長者原観光案内所」などの

公共施設の運営委託をしています。 

・加えて町道などの公有財産の管理維持業務委託も行っています。 

・以上をメインに、「新型コロナウイルス感染対策に係る小中学校施設消毒業務」や「小学校で行うフッ化

物洗口液の配送業務」、「地区グラウンド整備業務」「公共施設草刈り業務」等を委託しています。 

・また、会社側は独自の収益事業として有償サービス事業（いわゆるシルバー人材センター（九重町にはシ

ルバー人材センターが無いため））や、高齢者等を対象とした農産物の庭先集荷事業なども行っています。 

・  
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６ 特徴（独自性・新規性・工夫した点） 

・大分県内では初の試みでノウハウも無い中での取り組みでした。全国４か所の先進地に視察に伺い、それ

ぞれの会社設立にいたるまでの取り組みを学び、どのような会社の形態が九重町の目指す姿なのか議論

を重ねてきました。 

・そしてたどり着いたのが、「行政運営のスリム化」「民間でできる業務を行う受け皿づくり」「過疎化・高

齢化対策の充実による持続可能なまちづくり」という特徴を持つ会社の設立でした。 

 

７ 取組の効果・費用 

・２名の正社員及び１１名の臨時社員で計１３名の雇用創出ができました。 

・また、幅広い業務を会社に委託することによって、行政のスリム化の方向へ徐々に向かっています。 

・今後はこれまで各課縦割りで委託している業務についても、各業務を一括して会社が受託すれば、会社内

で人員を効率的に動かしていくことによってコスト削減が図られると考えています。 

 

８ 取組を進めていく中での課題・問題点（苦労した点） 

・町が１００％出資する株式会社であることは、言い換えれば町民が株主ということになります。そのた

め、会社設立にいたるまでには、丁寧な住民説明が必要となりました。 

・計１２回の住民説明会を開催し賛否両論、さまざまな意見をいただきました。繰り返し丁寧な説明を行う

ことで、大方の町民のコンセンサスは得られたと考えていますが、あとは会社を設立して結果を残すこと

によって最終的な理解をいただくという考えで取り組みを進めてきました。 

 

９ 今後の予定・構想 

・現在、会社役員は役場の幹部職員が兼務しています。 

・将来的には代表取締役を外部から登用し、企画・設計面での工夫、運営面での効率化、事業全体のマネジ

メントなど民間の経営感覚を取り入れた事業展開を行います。 

 

１０ 他団体へのアドバイス 

全国の多くの市町村では少子高齢化対策を行いながら、様々な住民ニーズに限られた職員で対応してい

ます。今一度事務を見直し、民間でできることは民間で実施し、本来行政がやるべき業務に限られた職員を

あてることで、今後迎える超高齢化社会とますます多様化する住民ニーズに対応した、より質の高い住民サ

ービスが提供できるのではと考えています。 

 

１１ 取組について記載したホームページ 

https://kokonoe-ss.com/ 

 


